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総務部 管財契約課 庁舎整備室

令和７年７月30日 （水 ）
庁舎整備検討特別委員会資料

新庁舎整備の進捗報告について
～ 市民の暮らしを守る防災拠点整備の推進のために ～

＜報告内容＞

・庁舎位置 選定の視点
・新庁舎整備のコンセプト

資料１
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新庁舎整備の経緯

●新庁舎新築建替え方針決定までの経緯

市民アンケート
令和6年4月16日～5月10日

タウンミーティング
令和6年７月～８月

ワークショップ（50歳未満）

令和6年12月

R4  東庁舎耐震診断（３次）

IS値0.22

倒壊または崩壊する危険性が高い

参考：H27耐震診断（２次） IS値0.52

令和７年３月議会 新築建替えに方針表明

議
会
と
の
対
話

＜ R5～R6 庁舎整備基本計画策定 ＞

＜令和２年６月＞
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● 庁舎整備基本計画では、A案・B案・C案の３案の候補地を選定しています。

庁舎位置候補 （ 湖南市庁舎整備基本計画より ）

A案（高台）

Ｂ
案

（職
員
駐
車
場
側
）

C案（南側駐車場側）

県道４号線（草津伊賀線）

森北公園・甲西文化ホール
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庁舎位置別の配慮事項 （ 湖南市庁舎整備基本計画より ）

Ａ案（高台） Ｂ案（職員駐車場側） Ｃ案（南側駐車場側）

概 要

・湖南中央消防署と社会福祉センターの跡
地に新築棟を建設

・旧給食センター跡地に新築棟を建設 ・東庁舎前の駐車場を利用して新築棟を建設

・駐車場は東庁舎解体後に整備（旧給食セ
ンター跡地も利用可能）

・駐車場は東庁舎解体後に整備（消防署跡
地も利用可能）

・駐車場は東庁舎解体後に整備

災害時のリスク ・浸水想定区域外
・一部浸水想定区域 0.5ｍ未満（床高を上
げることにより対応可能）

・浸水想定区域 0.5ｍ未満（床高を上げるこ
とにより対応可能）

動線(人)
・庁舎と北側駐車場の間に高低差があるた
め利用しにくい

・庁舎と南側駐車場に高低差がある ・庁舎と南側駐車場に高低差がある

・北側および南側駐車場からアクセスするこ
とができる

・北側および南側駐車場からアクセスするこ
とができる

動線(車) ・車動線は敷地の東側に確保 ・敷地中央に明確な車動線が確保できる ・車動線は敷地の東側に確保

景観

・県道草津伊賀線に対し離隔が取れないた
め圧迫感を与える ・県道草津伊賀線に対し離隔が取れること

と、高低差を利用することで圧迫感を抑え
られる

・県道草津伊賀線に対して離隔が取れること
と、高低差を利用することで圧迫感を抑えら
れる・周辺の多くの低層建物との調和を考慮

施工性

・湖南中央消防署と社会福祉センターとの
調整が必要

・公用車車庫、水防倉庫の移設・解体が必要

・公用車車庫、水防倉庫の移設・解体が必要

・高低差に対し造成工事等が必要の可能性
がある

・東庁舎に近接しているため、工事中の騒音・
振動

県道からの
視認性

・視認性あり（県道草津伊賀線に対して正
面）

・視認性なし（県道草津伊賀線に対して垂直
方向に正面がある）

・視認性あり（県道草津伊賀線に対して正面）

● 黄色の網掛け部分が特に配慮する事項になります。
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新たな進展について

【市町村役場機能緊急保全事業債】
（充当率）90％ （交付税措置）30％ ※起債対象事業費の75％を上限

（条件）耐震化が未実施の庁舎建替え
※令和２年度までに実施設計に着手

実施設計（令和元年度策定）の一部を活用することにより、
基本計画のA・B・C案いずれにも適用が可能

● 令和７年６月９日付総務省回答により有利な起債が適用できる結果となりました。

災害に強く、市民が求める庁舎として、
新しい時代に対応する機能を備えた新庁舎を整備します

早期に、

● 災害への対応力 ● 東庁舎周辺一帯の利活用
● 整備スケジュール ● 財政負担 等

を踏まえながら、具体的な庁舎の位置を決定し、設計に着手します。

- 6 -



財源確保策について

【緊急防災・減災事業債】
（充当率）100％ （交付税措置）70％
（条件）防災機能の整備、災害時の避難施設 など

令和７年度までに建設工事に着手

【公共施設等耐震化事業債】
（充当率）90％ （交付税措置）50％
（条件） 庁舎の耐震化

● 財政的に有利な地方債等の活用について検討します。

（過去に検討したもので対象にできない地方債）

期限の延長を
国に要望中

令和６年度創設
【こども子育て支援事業債】

（充当率）90％ （交付税措置）30％
（条件）こども計画に位置づけられている施設整備

（近年に創設された地方債）

建替えは対象外
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東庁舎周辺を含む配慮事項（各案）

■ A案(高台）

（高台）
南北延長
65ｍ

（高台下）
南北延長
100ｍ

新庁舎から文化ゾーンまで100ｍ以上ある

新庁舎下にスペースがある

工事ヤードのスペースが少ない

建設場所は浸水想定区域外

県道草津伊賀線に対し離隔が取れない

正面玄関は県道側

新庁舎は環境負荷を受けにくい

（玄関前）
南北延長
25ｍ

消防署
社会福祉センター

R9除却工事

R7～R9 基本設計(庁舎）

R10 実施設計
R11 確認申請

R11～R13
新庁舎建設工事

R13
移
転

消防署等
＜新庁舎建設スケジュール＞

高低差が約２ｍあり庁舎と北側駐車場の間
に高低差がある
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東庁舎周辺を含む配慮事項（各案）

■ B案(職員駐車場側）

（高台）
南北延長
65ｍ

（高台下）
南北延長
100ｍ

新庁舎と文化ゾーンが近接している

高台にスペースがある

工事ヤードのスペースがある

建設場所は浸水想定区域

県道草津伊賀線に対し離隔が取れる

正面玄関は現東庁舎側

新庁舎は西日による環境負荷を受けやすい

消防署
社会福祉センター

R9 実施設計
R10 確認申請

R10～R12
新庁舎建設工事

R12
移
転

R7～R8
基本設計

＜新庁舎建設スケジュール＞

高低差が約２ｍあり庁舎と北側駐車場の間
に高低差がある
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東庁舎周辺を含む配慮事項（各案）

■ C案(南側駐車場側）

（高台）
南北延長
65ｍ

（高台下）
南北延長
100ｍ

新庁舎と文化ゾーンの間にスペースがある

工事ヤードのスペースがある

消防署
社会福祉センター

高台にスペースがある

建設場所は浸水想定区域

県道草津伊賀線に対し離隔が取れる

正面玄関は森北公園側

新庁舎は環境負荷を受けにくい

R8～R10
新庁舎建設工事

R10
移
転

R7～R8
実施設計・確認申請

＜新庁舎建設スケジュール＞

高低差が約２ｍあり庁舎と北側駐車場の間
に高低差がある
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別紙：新庁舎整備スケジュール

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

起債条件整理
（市町村役場機能緊急保全事業債）

議会
（委員会）

市民

サウンディング調査
（憩いの文化ゾーン含む）

CM業務委託
（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

設計・工事

甲西文化ホール

森北公園

甲西図書館

【参考】　長期スケジュール

※移転後、現東庁舎の利活用または除却

憩
い
文
化
ゾ
ー
ン

作業項目
令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

行
政
機
能
ゾ
ー
ン

（
新
庁
舎
整
備

）

発注方式

検討・決定

提案募集/結果公表

コンストラクション マネジメント業務

総務省

確認

6/20、22

タウンミーティング

（甲西文化ホール、森

北公園、甲西図書館）

業者選定

実施設計（修正）・建築確認申請

C案・・・南側駐車場側A・B案・・・高台・職員駐車場側

議会

意見聴取

・庁舎位置（案）

・集約施設（案）

実施要領

作成

業者選定 基本設計・実施設計

議会

予算調整

（工事費・債務負

業者選定・建設工事

議会

実施設計（案）

意見聴取 契約（工事費等）議決

議会

進捗状況報告

A・B・C案 共通

議会

進捗状況報告

C案・・・南側駐車場側

A・B案・・・高台・職員駐車場側

基本構想 基本設計・実施設計・改修工事（令和９年度まで）

実施設計（令和８年度） /   改修工事（令和９年度） / 付帯工事（令和10年度）基本計画

基本設計 実施設計 業者選定 改修工事（令和９年９月頃まで）

A案
（高台）

B案
（職員駐車場側）

C案
（南側駐車場側）

庁舎位置
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１２年度 令和１３年度

上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期

令和１１年度

上半期 下半期 上半期 下半期

令和１4年度

上半期 下半期上半期 下半期

実施設計 確認申請 新庁舎建設工事
移

転 実施設計
外構工事

除却工事

実施設計
（施設除却）

除却工事

基本設計

（地盤調査含む）
実施設計 確認申請 新庁舎建設工事

移

転
実施設計

消防署

社会福祉センター
移

転

外構工事

（令和15年中旬頃）

基本設計

（地盤調査含む）
確認申請 新庁舎建設工事

移

転
実施設計

外構工事

除却工事実施設計

議会 議会議会

市民意見聴取

結果報告

進捗状況報告

議会

進捗状況報告
市民

意見聴取
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新庁舎への
移転時期

財源計画

物価高騰が
与えるリスク

環境負荷
への対応

東庁舎周辺施設
の一体利用

新庁舎の施工性と
既存施設の利活用
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① 新庁舎への移転時期

■ A案(高台）

R13
移
転

消防署等 R9除却工事

R7～R9 基本設計(庁舎）

R10 実施設計
R11 確認申請

R11～R13
新庁舎建設工事

■ B案(職員駐車場側）

■ C案(南側駐車場側）

R9 実施設計
R10 確認申請

R10～R12
新庁舎建設工事

R12
移
転

R7～R8
基本設計

R8～R10
新庁舎建設工事

R10
移
転

R7～R8
実施設計・確認申請

A案より

２年半 早い

A案より

１年 早い

既存の実施設計を最大限活用することで、

C案がA案よりも２年半早く新庁舎が完成
し移転が可能です。新庁舎の移転時期の比較については、以下のとおりです。
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対象事業費 起債発行額 交付税措置 対象事業費 起債発行額 交付税措置 対象事業費 起債発行額 交付税措置

市町村役場機能

緊急保全事業債
93億円 83.7億円 20.9億円 67億円 60.3億円 15.1億円 ― ― ―

集約化・複合化事業債 ― ― ― 26億円 23.4億円 11.7億円 ― ― ―

一般単独事業債 9.5億円 7.1億円 ― 9.5億円 7.1億円 ― 79.1億円 59.3億円 ―

防災対策事業債 ― ― ― ― ― ― 23.4億円 17.6億円 5.3億円

３億円 1億円 ― ３億円 1億円 ― ３億円 1億円 ―

― 13.7億円 ― ― 13.7億円 ― ― 27.6億円 ―

総事業費

財
源
計
画

地
方
債

国庫補助金（環境省）

5.3億円

125億円

20.9億円 26.8億円

125億円 125億円

13.8億円

5.7億円

起債発行額

交付税措置（起債償還時）

（参考）
活用しない場合

13.8億円

5.7億円

76.9億円

C案
（南側駐車場側）

A・B案
（高台・職員駐車場側）

90.8億円 90.8億円

算定項目

庁舎整備基金

振興基金

一般財源

（財政調整基金等）

13.8億円

5.7億円

地方債
充当率 ／ 交付税措置

●総事業費は、庁舎整備基本計画（P42）より125億円で試算しています。C案では、令和８年度
までに建設工事に着工することで、集約化・複合化事業債の適用が可能となります。

（主な算定根拠）
・新庁舎にかかる費用は、建設工事費89億円と設計費４億円の合計額93億円としています。
・市町村役場機能緊急保全事業債と集約化・複合化事業債（保健センター機能を集約する前提）の金額は、上記の金額を前回の実施設計における
庁舎（8,550㎡）と複合化部分（3,350㎡）の面積按分により算出しています。

② 財源計画

90％ ／ 30％※

90％ ／ 50％

75％ ／ 措置なし

75％ ／ 30％

※ 起債対象事業費の75％を上限

（その他財源計画）

令和元年度に策定した実施
設計の活用で最大約2.5億円
の設計費が少なくなります。

既存の実施設計を最大限活用することで、

C案がA・B案よりも5.9億円有利になる
と試算しています。A・B案、C案および市町村役場機能緊急保全事業債を活用し

ない場合の財源を比較しています。

5.9億円の差
（C案が有利）
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直近５年平均で、約4％の上昇率となっています。

人手不足や資材高騰により建設工事費上昇のおそれがあります。

建築工事費デフレータの直近５年の推移は下表のとおりです。

108.0 

113.3 

120.3 

123.4 

128.4 

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

R2 R3 R4 R5 R6

建設工事費デフレーターの推移

※令和７年５月30日付国土交通省公開資料より引用

③ 物価高騰が与えるリスク

詳細設計の実施や建設に係る物価上昇等により事業費が変動した場合は
その都度変更していきます。

建設工事費デフレーターの推移を踏まえると、
着工が遅れるA案（高台）は、新庁舎工事費が最
も高くなるリスクがあります。
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④ 環境負荷への対応 B案は南北軸の配置であり、熱負荷が大きく、
南面の日照が小さくなります。夏は暑く、冬は
寒いため冷暖房効率が悪くなります。

西日による熱負荷 大

南面からの日照確保 小

西日による熱負荷 小

南面からの日照確保 大

南北軸
配置

日照（南面）

庁舎

日照（南面）

庁舎

東西軸
配置

環境に配慮した合理的な建物配置が必要です。

■ B案(職員駐車場側）

【B案】

【A・C案】

（高台）
南北延長
65ｍ

（高台下）
南北延長
100ｍ
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⑤ 東庁舎周辺施設の一体利用 その1 新庁舎と文化ゾーンの一体感を生み出すこ
とが、他自治体にはないオンリーワンの新庁
舎整備を創出できます。

■ B案(職員駐車場側）■ A案(高台） ■ C案(南側駐車場側）

新庁舎と文化ゾーンの一体利用の観点から、玄関の方向や市民
が利用しやすい玄関前スペースの確保が重要です。

＜玄関の方向＞
県道

文化ゾーン方向への配置は、高低差解消の検
討・施工に時間・経費を要する。

＜玄関の方向＞
現東庁舎

文化ゾーンに庁舎が近接しており、圧迫感
があり、一体感を損なう。

＜玄関の方向＞
文化ゾーン

庁舎内や玄関前、文化ゾーンの連続した空間
が創出でき、市民が望む活用を期待できる。

高低差
約２ｍ
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上旬 中旬 下旬

サウンディング
調査

（事業者提案）

基本構想

令和７年度 令和８年度 令和９年度
令和１０年度

以降

基本計画

実施設計等

基本設計

基本設計

⑤ 東庁舎周辺施設の一体利用 その２

新庁舎と文化ゾーンは、これから新しく生まれ変わります。
各施設の有効性を最大限に引き出すため、相互に連携しながら
設計を進め、一体感を創出していくことが重要です。

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

基本設計

実施設計・確認申請

実施設計・確認申請

建設工事

建設工事

実施設計 建設工事（R10まで）

基本設計・実施設計・改修工事（R9まで）

実施
設計Ａ案（高台）

Ｂ案
（職員駐車場側）

C案
（南側駐車場側）

甲西文化
ホール

森北公園

甲西図書館

令和7年度から文化ゾーン各施設の基本設
計および実施設計に入る段階であるため、
新庁舎の実施設計を軸に、文化ゾーン各施
設との連携を図ることが求められます。
C案は、各施設での設計時期と重なり、文化
ゾーン各施設との連携が効率的に図れます。

R11以降に実施する新庁舎
の外構工事に反映が可能
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参考：県道側からのイメージ図 その１ A案（高台）では、県道沿いに１列しか駐車場
を配置できません。また、東側にあるサンラ
イフ甲西と近接しています。

■ A案(高台）

庁舎を東西軸で建設するA案（高台）とC案（南側駐車場側）の
パターンで比較しています。 【県道側から庁舎東側方向】

■ C案(南側駐車場側）
サンライフ甲西
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参考：県道側からのイメージ図 その２ C案（南側駐車場側）では、駐車場として効
率よく活用でき、サンライフ甲西の玄関前の
空間が広く活用できます。

■ A案(高台）

庁舎を東西軸で建設するA案（高台）とC案（南側駐車場側）の
パターンで比較しています。【県道側から庁舎正面方向】

■ C案(南側駐車場側）

サンライフ甲西
改修に伴い玄関
を移設予定
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⑥ 新庁舎の施工性 と 既存施設の利活用

■ B案(職員駐車場側）■ A案(高台） ■ C案(南側駐車場側）

新庁舎の施工性と既存施設の利活用の検討により、効率的・
効果的な庁舎整備を目指します。

・東庁舎の利活用を幅広く検討できる。
・庁舎建設前に消防署、社会福祉センターの
除却が必要となる。

・現東庁舎があることにより、高台下の駐車場の効率的な配置が制限される。
・消防署と社会福祉センターの除却は、新庁舎建設の必要条件ではないため、新庁舎への移
転が完了するまで、以下の有効利用が検討できる。
（消防署） 庁舎工事期間中の現場事務所としての利用
（社会福祉センター）社会福祉協議会等の継続利用 ⇒ 市福祉事務所との密接な連携

消防署
社会福祉センター

高台の２施設（消防署、社会福祉センター）の
利活用により、効率的・効果的な庁舎整備が
検討できます。

消防署
社会福祉センター

消防署
社会福祉センター

・工事ヤードが少ないため、建築面積を減ら
し階層が増えることが想定され、県道側の
圧迫感など景観への影響が生じる。

・工事ヤードが確保でき、高台との高低差に対して造成工事等の必要はない。

・・・新庁舎の施工性 ・・・既存施設の利活用
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参考：緊急防災・減災事業債の活用

緊急防災・減災事業債の延長は未定ではありますが、適用された場合の財源シミュレーションは
以下のとおりです。起債の充当率は100％で、交付税措置は70％になります。

（対象面積）
災害対策室・防災無線室・備蓄倉庫で300㎡と想定

⇒ 新庁舎想定面積（12,000㎡）の 2.5％ で試算します。

適用される場合の交付税措置は、
A・B案およびC案ともに1.1億円の
財源効果があります。

対象事業費 起債発行額 交付税措置 対象事業費 起債発行額 交付税措置

市町村役場機能

緊急保全事業債
90.7億円 81.6億円 20.4億円 64.7億円 58.2億円 14.6億円

集約化・複合化事業債 ― ― ― 26億円 23.4億円 11.7億円

緊急防災・減災事業債 2.3億円 2.3億円 1.6億円 2.3億円 2.3億円 1.6億円

一般単独事業債 9.5億円 7.1億円 ― 9.5億円 7.1億円 ―

防災対策事業債 ― ― ― ― ― ―

３億円 1億円 ― ３億円 1億円 ―

― 13.5億円 ― ― 13.5億円 ―

交付税措置（起債償還時）

※下段は適用されない場合
22億円

※20.9億円

27.9億円
※26.8億円

振興基金 5.7億円 5.7億円

一般財源

（財政調整基金等）

起債発行額 91億円 91億円

算定項目

財
源
計
画

地
方
債

国庫補助金（環境省）

庁舎整備基金 13.8億円 13.8億円

A・B案
（高台・職員駐車場側）

C案
（南側駐車場側）

総事業費 125億円 125億円

＜財源効果＞

1.1億円
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東庁舎周辺整備の各案のまとめ

● 各案について主な事項に関するまとめは下記のとおりです。

1
既存の実施設計を最大限活用することで、

C案がA案よりも２年半早く新庁舎が完成し移転が可能です。
C案がA・B案よりも交付税措置が5.9億円有利になると試算しています。

建設工事費デフレーターの推移を踏まえると、着工が遅れるA案（高台）は、新庁
舎工事費が最も高くなるリスクがあります。

B案は南北軸の配置であり、熱負荷が大きく、南面の日照が小さくなります。夏は
暑く、冬は寒いため冷暖房効率が悪くなります。

新庁舎と文化ゾーンの一体感を生み出すことが、他自治体にはないオンリーワン
の新庁舎整備を創出できます。

B・C案は、高台の２施設（消防署、社会福祉センター）の利活用により、効率的・効
果的な庁舎整備が検討できます。

２

３

４

５

A案・・・高台 、 B案・・・職員駐車場側 、 C案・・・南側駐車場側
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若い世代が、新庁舎をまちづくり
の中心拠点として「湖南市の未来」を
描いた意見を実現するため、新庁舎
のコンセプトを提案します。

・全ての人に利用しやすい（気軽に立ち寄りやすい・ずっといれる）場所
・用がなくても訪れようと思える場所 、気軽に相談に来れる庁舎
・カフェみたいな所があると嬉しい
・学生が自習できる
・中高生が集まることのできるスペースがあるとよい
・若い世代と近い職員さんがいてくれる、ディスカッションができる庁舎
・湖南市の企業と市民をつなぐ場所
・高校生が電車の待ち時間に立ち寄ろうと思える居場所づくり
・アクセスしやすい機能的な庁舎
・広場でだれでもイベントできる、テナントスペースでイベントがしたい
・子どもに優しい設備、子どもに目が届くフロアが良い
・子どもや子育て世代の親が集まれる場所になってほしい
・フリーで利用できるスペースがある
・市役所内で色んなイベントが行えるフリースペース
・フレキシブルな内装配置、使い方

―  共通 ―

・イベント開催（マルシェ、祭り）
・イベント時の雨天対策として、
大屋根をつくってほしい
・屋台村
・川沿いをライトアップ
・いろんな形のベンチ
・噴水がほしい
・電源が引けるようにしてほしい
・川べりに下りて散歩できるように
・駐車場を広くしてほしい
・企業支援お試し出店

―  森北公園 ―
・安全な遊具をたくさん
・文化ホールと公園でフェス
・すべて芝の広場にしたい

― 新庁舎 ― 

・災害時の避難拠点としてのスペース
・観光案内（市外の人も立ち寄る）
・毎日キッチンカー
・カフェがほしい
・室内で遊べる場所
・行政主体のイベント

― 甲西図書館 ― 

・より憩いの場に
・学習スペース（小さい頃から親しみ
を持てる）
・おしゃれな最先端の図書館
・カフェ
・お茶が飲める休憩所
・蔵書集約して拡張

■ 将来の庁舎について

■ 市の中心拠点としての今後のあり方について

参加者の主な意見
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総務部 財政課

新庁舎整備の財源計画について

＜報告内容＞

・ 基金の状況
・ 公債費の推移①
・ 公債費の推移②
・ 公債費の推移③
・ 長期財政計画（財政収支）
・ 長期財政計画（基金残高）

資料２
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財源計画（基金の状況）

基金の状況

財政調整基金残高４６.４億円から旧高松公園買戻し特約１６億円、標準財政規模の
１０％分の１４億円を除き、１６.４億円を財源として確保（R6末）

総事業費１２５億円のうち着工から竣工までに必要な基金合計は３３．２億円
（うち財政調整基金は１３．７億円）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

基金残高

（令和６年度末）

庁舎整備必要財源

13.8 

13.8 

5.7 

5.7 

16.4 

13.7 

16.0 14.0 

65.9 

33.2 

（億円）

庁舎整備基金 振興基金 財政調整基金 財政調整基金（旧高松公園買戻し特約） 財政調整基金（標準財政規模の10%）
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財源計画（公債費の推移①）

公債費の推移 （庁舎整備のみ）

試算条件：借入額90.8億円 （公適債：83.7億円、一般事業債7.1億円）
償還期間３０年（据置3年） 、年利率2.1％、元利均等方式

交付税措置 最大26.8億円 （年平均 約1.0億円）

実質元金償還額 64.0億円

以降、着工が最も早い場合で試算
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財源計画（公債費の推移②）

各年公債費（元利） 約22億円～約24億円 ※公債費R6決算 約24.7億円

既存公債費に庁舎整備事業を含めた公債費の推移

減債基金残高 令和６年度末 9.4億円

発行額 ①庁舎整備事業 90.8億円 ②R12以降 15.7億円で試算
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財源計画（公債費の推移③）

起債残高、償還額の推移

起債残高のピーク 令和10年（約266億円） 過去のピーク 平成30年（277億円）

償還のピーク 令和21年（約24.8億円） 過去のピーク 令和３年（28.9億円）
※繰上償還含む
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長期財政計画（財政収支）

財政収支計画
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長期財政計画（基金残高）

基金残高の推移
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